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十分なものであったと解すべき事情はうかがわれない。したがって、本件事故以前

に経済産業大臣が上記の規制権限を行使していた場合に、本件試算津波と同じ規模

の津波による本件敷地の浸水を防ぐことができるように設計された防潮堤等を設置

するという措置に加えて他の対策が講じられた蓋然性があるとか、そのような対策

が講じられなければならなかったということはできない。 

 ところが、本件長期評価が今後発生する可能性があるとした地震の規模は、

津波マグニチュード８．２前後であったのに対し、本件地震の規模は、津波マグニ

チュード９．１であり、本件地震は、本件長期評価に基づいて想定される地震より

もはるかに規模が大きいものであった。また、本件試算津波による主要建屋付近の

浸水深は、約２．６ｍ又はそれ以下とされたのに対し、本件津波による主要建屋付

近の浸水深は、最大で約５．５ｍに及んでいる。そして、本件試算津波の高さは、

本件敷地の南東側前面において本件敷地の高さを超えていたものの、東側前面にお

いては本件敷地の高さを超えることはなく、本件試算津波と同じ規模の津波が本件

発電所に到来しても、本件敷地の東側から海水が本件敷地に浸入することは想定さ

れていなかったが、現実には、本件津波の到来に伴い、本件敷地の南東側のみなら

ず東側からも大量の海水が本件敷地に浸入している。 

これらの事情に照らすと、本件試算津波と同じ規模の津波による本件敷地の浸水

を防ぐことができるものとして設計される防潮堤等は、本件敷地の南東側からの海

水の浸入を防ぐことに主眼を置いたものとなる可能性が高く、一定の裕度を有する

ように設計されるであろうことを考慮しても、本件津波の到来に伴って大量の海水

が本件敷地に浸入することを防ぐことができるものにはならなかった可能性が高い

といわざるを得ない。 

 以上によれば、仮に、経済産業大臣が、本件長期評価を前提に、電気事業法

４０条に基づく規制権限を行使して、津波による本件発電所の事故を防ぐための適

切な措置を講ずることを東京電力に義務付け、東京電力がその義務を履行していた

としても、本件津波の到来に伴って大量の海水が本件敷地に浸入することは避けら


